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Ⅰ 令和４年度警察本部主要施策の成果の概要

第１ 身近な犯罪の抑止

令和４年中の刑法犯認知件数は、過去最多であった平成15年の約18％まで減少した。

ＤＶ・児童虐待事案等、女性や子供が被害に遭う人身安全関連事案に対しては、被害者の安全確保を最優先

とした迅速かつ的確な対応に努めたほか、地域の治安情勢に即した効果的な犯罪抑止対策や県民が安心して利

用できるサイバー空間の実現に向けた対策を推進した。

第２ 重要犯罪等の徹底検挙

殺人、強盗等の重要犯罪を認知した際には、より多くの捜査員を投入したほか、現場における鑑識活動を徹

底するなど迅速的確な初動捜査を徹底して、早期解決に努めた。

また、幅広い年齢層に被害が広がっている特殊詐欺事件に対しては、県民の抵抗力を高める啓発活動や金融

機関等と連携した対策を推進するとともに、関係被疑者の検挙や犯行グループの実態解明に向けた捜査を展開

するなど、特殊詐欺の根絶に向けた取組を推進した。

第３ 交通死亡事故の抑止

令和４年中の交通事故死者数は23人と、一昨年と比較して９人減少した。

関係機関・団体との連携による歩行者の安全確保、人優先の安全意識の浸透に向けた交通安全教育の推進、

パトカー等によるパトロール、飲酒運転等の悪質、危険な交通違反の指導取締り等、多角的な取組を効果的に

推進し、交通死亡事故の抑止に努めた。
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第４ 大規模災害、テロ等への対処

令和４年中は、全国各地で自然災害による被害が発生しており、特に北日本の豪雨では、東北地方を中心に

甚大な被害が発生した。

自治体や関係機関と連携した訓練を重ね、災害時における対処能力の向上に努めたほか、国際テロ情勢等を

踏まえ、テロの未然防止に向けた諸対策を推進した。

第５ 組織基盤の強化

変化する治安・地域情勢や県民のニーズ等を踏まえ、組織体制の見直しや業務の合理化等に努めた。

また、新型コロナウイルス感染症の予防等に留意するとともに、業務継続に資する対応に努めた。



Ⅱ 主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

ＩＣＴ等を活用した犯罪の総合抑止対策 子供・女性・高齢者の安全対策のため、スマートフォン等を防犯ツールとし
事業 て活用する「防犯アプリ」を導入したほか、「犯罪情報マップ(県警ＨＰ)」の

リニューアルを行い、より幅広い世代に向けた効果的な情報発信活動を展開
し、犯罪の総合抑止対策を推進した。

（１０，５９３）

サイバー空間の脅威に対する組織基 誰もが安心して利用できるサイバー空間の確保や新たな脅威に対応するた
盤強化事業 め、サイバー犯罪・攻撃対策に当たる捜査員のスキルアップ、専門的知識・技

術を有するスペシャリストの養成に努めたほか、「解析資機材」の拡充など、
組織全体の対処能力の強化を図った。

（３，７４４）

犯罪情報分析システム導入事業 犯罪の早期解決による県民の体感治安向上のため、部門横断的現場支援を目
的に創設した「捜査支援分析室」内に、犯人特定のための「地理的プロファイ
リング」や「犯罪情報の総合分析」などが可能な新システムを配備し、更なる
捜査手法の高度化を図った。

（１４，６３０）

交通安全施設整備事業 安全で円滑な交通環境を確保するため、信号機や道路標識をはじめとする
「交通安全施設」の計画的な整備や維持管理を実施した。

（６６６，９１３）
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（単位：千円）

事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

交通事故総合抑止対策事業 死亡事故の抑止や通学路等における安全確保のため、現行の交通事故地図分
析システムを、「交通規制場所」や「交通安全施設」の管理機能を追加したシ
ステムに更新し、交通事故情勢に応じた効果的な抑止対策と、交通規制・交通
安全施設の適切な運用を図った。
また、高齢運転者対策の充実を目的とした改正道路交通法の円滑な施行のた

め、新たに導入された「運転技能検査」への対応や、「タブレット式認知機能
検査システム」の導入による受検者の負担軽減など、効果的な「交通安全教
育」による高齢運転者対策を推進した。

（１０，６１８）

新防災センター(徳島中央警察署)施 治安・防災拠点としての機能を発揮するため、令和３年３月に供用を開始し
設整備事業 た徳島中央警察署庁舎等の適切な維持管理・運営を実施した。

（３０６，６０７）

警察施設長寿命化計画事業 地域の安全・安心を確保する「治安・防災拠点」である警察施設の継続的運
用のため、警察本部庁舎、警察署、交番など、警察施設の長寿命化工事・修繕
を中長期視点で計画的に実施し、「行政コストの縮減・平準化」と「施設の質
的向上」を図った。

（５３０，７０３）

「徳島県警察・地域警察再編計画」 変化する地域・治安情勢に対応し、行政のワンストップ対応やスケールメリ
推進事業 ットを活かした治安対策を推進するとともに、カーボンニュートラルを実現す

るため、藍住町内の交番を統合し、町役場敷地内に、環境に配慮した県下最大
級の「大型交番」の整備を推進した。

（５，２０６）



- 7 -

Ⅲ 歳入歳出決算額

１ 一般会計決算額

(1) 歳入決算額 （単位：円）

予 算 現 額 と

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収 入 済 額

と の 比 較

警 察 本 部 2,335,959,900 2,239,355,217 2,239,127,217 0 228,000 △96,832,683

(2) 歳出決算額 （単位：円）

予 算 現 額 と

区 分 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 支 出 済 額

と の 比 較

警 察 本 部 22,608,093,580 22,205,421,732 25,567,500 377,104,348 402,671,848


